
 

桜の苑指定管理者候補者選定委員会からの答申結果について 

 

本組合営火葬場「桜の苑」は、令和３年４月から指定管理者による管理を行っておりますが、現

在の指定期間が令和８年３月３１日までであり、現在、次期指定管理者候補者選定事務を行ってお

ります。 

このことにつきまして、桜の苑指定管理者候補者選定委員会（以下「選定委員会」という。）か

らの答申を受けましたので、その結果を報告します。 

 

１ 選定スケジュール  

令和７年６月３０日 告示 

７月２２日～ 指定管理者の指定の申請の受付（締切８月１２日） 

９月２５日 第１回選定委員会 

９月２９日 第２回選定委員会 

１１月１０日 正副管理者会議 指定管理者候補者の決定 

   １１月２７日 組合議会定例会 指定管理者の指定の議案上程 

議決後 協定書の締結、事務引継ぎ等 

令和８年４月 次期指指定管理者による管理運営 

 

２ 応募状況 

法人等の名称 

申請者の形態 共同企業体の構成団体 所在地 

法人等 

団体 

共同 

企業体 

法人等の名称 

（上段が代表企業） 
圏域内 

さくらのその斎苑管理

グループ 
 ○ 

イージス・グループ有限責任事業組合  

株式会社一心サービス ○ 

東亜・宮本グループ  ○ 
東亜建物管理株式会社 ○ 

株式会社宮本工業所  

 

３ 選定委員会 

（１）９月２５日 第１回選定委員会   

・選定委員会への諮問 

・申請団体による提案説明及び質疑 

・委員による評定の実施 

（２）９月２９日 第２回選定委員会   

・答申 

 

４ 答申結果 

第一順位 東亜・宮本グループ  

第二順位 さくらのその斎苑管理グループ  

（別紙 答申書及び指定管理者候補者の選定結果一覧表のとおり） 

 

５ 今後の事務手続きについて 

選定委員会からの答申を踏まえ、第１順位の団体を指定管理者候補者として、正副管理者会議

に諮った後、１１月議会に指定管理者の指定に係る議案を上程します。 
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　　　指定管理者候補者の選定結果一覧表

法人等の名称

１ 利 用 者
の 平 等 利
用 の 確 保

２ 施 設 効
用 の 最 大
限 の 発 揮

３ 経 費 の
節 減

４ 施 設 管
理の安定し
た 能 力

５ 圏 域 内
企業及び地
域 住 民 の
優 先 雇 用

総 合 評 定 組 合 の
提案上限

額
年 平 均

提 案
年 平 均

経費節減
効 果

(配点) (50) (50) (50) (50) (70) (270) (Ａ) (Ｂ) (Ａ)－(Ｂ)

1 東亜・宮本グループ 29 35 26 38 50 178 63,885 59,200 4,685

2
さくらのその斎苑管
理グループ

29 35 30 33 46 173 63,885 54,305 9,580

経費比較（千円）選定基準・評定（点）

鳥取県西部広域
行政管理組合営

桜の苑
公募

施設の名称
公募等
の区分

優先交
渉 権の

順位



 



配点
（満点）

１
50

⑴ 関係する法律、条例等に基づく施設の管理基準を理解し、法令順守の取組が見込まれるか。 10

⑵ 施設の公平性、非営利性を確保するための取組が見込まれるか。 20

⑶ 情報公開・個人情報保護に係る措置が適切に講じられる見込みがあるか。 20

２ 50

⑴ 施設の管理業務に対する基本方針は適切か。 10

⑵ 施設の現状を正しく認識し、施設の維持管理に関し適切な考え方があるか。 10

⑶ 使用者の心情に配慮したきめ細やかなサービスの提供が見込まれるか。 10

⑷ 使用者の要望を把握し、その要望に対するサービス向上が見込まれるか。 5

⑸ 残骨灰の処理に対する考え方は適切か。 5

⑹ 環境に配慮した取り組みが見込まれるか。 5

⑺ 自主事業計画書の内容は適切か。 5

３ 50

⑴ 管理経費の節減が図られる見込みがあるか。 15

⑵ 人件費の設定は適切か。 10

⑶ その他の管理経費の設定に無理はないか。 10

⑷ 指定管理料の金額の設定は妥当か。 15

４ 50

⑴ 法人等の経営状況に問題はないか。 10

⑵ 施設の管理業務に係る職員体制（管理体制・研修計画）は十分なものか。 10

⑶ 緊急時、災害時の対応策や施設の使用者又は利用者の安全が十分に考えられているか。 20

⑷ 同種の施設の管理実績があるなど必要な管理能力を期待することができるか。 10

５ 70

⑴ 施設の管理業務のうち第三者に行わせる業務は、圏域内企業の優先活用が見込まれるか。 25

⑵ 現在の職員のうち希望する職員が雇用される見込みがあるか。 25

⑶ 圏域内住民の雇用が見込まれるか。 20

270

圏域内企業の優先活用及び地域住民の優先雇用が見込まれるものであること。　（70点）

合 計 点

桜の苑の指定管理者を選定するための評価基準

評定項目

事業計画書による施設の運営が、施設の使用者又は利用者の平等な使用又は利用を確保するもの
であること。　（50点）

事業計画書の内容が、施設の効用を最大限に発揮させるものであること。　（50点）

事業計画書の内容が、施設の管理業務に係る経費の節減を図るものであること。　（50点）

事業計画書に沿った施設の管理を安定して行う能力を有するものであること。　（50点）
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鳥取県西部広域行政管理組合使用料等審議会の答申結果について 

 

 本組合使用料等審議会において、使用料の改定の必要性、改定額について審議が行われ、令和７年９

月 24 日に答申を受けたことを報告するものです。 

 

【答申の内容】 

１ 火葬場使用料 

 ⑴ 改定額 

区 分 単位 
圏域内居住者 圏域外居住者 

改定前 改定後 改定前 改定後 

火葬 

死体 
大人 １体 12,000円 18,000円 49,000 円 73,500 円 

小人 １体 7,000 円 10,500 円 29,000 円 43,500 円 

死産児 １胎 4,000 円 6,000 円 21,000 円 31,500 円 

改葬遺骸 １体 3,000 円 4,500 円 18,000 円 27,000 円 

系統解剖遺体（主部） １体分 3,000 円 4,500 円 3,000 円 4,500 円 

焼却 

生体分離肢体 １人分 3,000 円 4,500 円 3,000 円 4,500 円 

産汚物等 １㎏ 1,000 円 1,500 円 1,000 円 1,500 円 

系統解剖遺体（残部） １体分 7,100 円 10,500 円 7,100 円 10,500 円 

霊安室 
死体 

24 時間 
15,200 円 22,000 円 25,400 円 38,000 円 

死産児 7,100 円 10,500 円 12,200 円 18,000 円 

 ⑵ 適用期間 

   令和８年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 ⑶ 改定額の算出方法 

  ・圏域内居住者（大人）１体に係る火葬費用として原価 34,608 円を算出。 

・火葬事業の必需性や市場性により受益者負担率を 50％とし、原価の 50％である 17,304 円を端

数処理し 18,000 円とした。 

  ・圏域内居住者の他の料金区分及び圏域外居住者については、圏域内居住者（大人）１体の改定率

（150％）と同率で改定することを基本として改定。 

 

２ リサイクルプラザ不燃物処理手数料 

 ⑴ 改定額 

   ４８０円／１０キログラム  ※現行 １７８円／１０キログラム 

   ただし、激変緩和措置として、３年間をかけ段階的に引き上げる 

・令和８年４月～  ２８０円／１０キログラム 

   ・令和９年４月～  ３８０円／１０キログラム 

   ・令和 10 年４月～ ４８０円／１０キログラム 

○答申内容（改定の内容） 
【火葬場使用料】 

  ・圏域内居住者(大人)１体の使用料を 18,000 円とする。（現行 12,000 円。改定率 150％） 
  ・他の料金区分は、圏域内居住者(大人)の改定率(150％)と同率で改定することを基本とする。 
【不燃物処理手数料】 

  ・10 キログラムあたり 480 円とする。（現行 178 円。改定率 270％） 
  ・激変緩和措置として、３年間をかけ段階的に引き上げる 

R8.4～ 280 円／10 ㎏、R9.4～ 380 円／10 ㎏、R10.4～ 480 円／10 ㎏ 
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 ⑵ 適用期間 

   令和８年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 ⑶ 改定額の算出方法 

  ・不燃物ごみ 10 ㎏当たりの処理費用として、原価 962 円を算出。 

・不燃物処理事業の必需性や市場性により受益者負担率を 50％とし、原価の 50％である 481 円を

端数処理し 480 円とした。 

・個人と事業所は、現行と同じく同額とする。 

 ⑷ 激変緩和措置の実施 

・不燃物処理手数料は、平成 21 年度に改定して以来一度も見直しをしてなく、今回の改定率が約

270％と大幅な改定になるため、利用者への影響を考慮し、激変緩和措置として３年間での段階

的な引き上げを行うことが適切。 

 

３ 附帯意見 

⑴ 社会状況や経済環境の変化に対応するため、今後は３年を目途に使用料等の定期的な見直しを

実施すること。 

⑵ 不燃ごみ処理の受益者負担のあり方について、組合が平成２０年に定めた「使用料・手数料に係

る適正化方針」において、手数料は受益者負担率 100％を基本としていることから、将来的には

100％とすることを視野に入れ今後の見直しを検討すること。 

⑶ 改定後の使用料等について、利用者の理解が得られるよう、十分な説明を行うとともに周知に

努めること。 

 

【参考】 

 １ 改定による使用料等収入の見込額 

  ⑴ 火葬場使用料 

要素 
R6 年度 

（実績額） 
R8 年度 

（見込額） 
R9 年度 

（見込額） 
R10 年度 

（見込額） 

使用料収入 37,690 千円 56,341 千円 56,246 千円 56,732 千円 

R6 年度収入実績との差 － ＋18,651 千円 ＋18,556 千円 ＋19,042 千円 

  ⑵ 不燃物処理手数料 

要素 
R6 年度 

（実績額） 
R8 年度 

（見込額） 
R9 年度 

（見込額） 
R10 年度 

（見込額） 

手数料収入 6,682 千円 10,627 千円 14,294 千円 17,893 千円 

R6 年度収入実績との差 － ＋3,945 千円 ＋7,612 千円 ＋11,211 千円 

 

２ 今後のスケジュール 

日 程 内 容 

令和７年11月27日 
組合議会定例会 

・関係条例の一部改正案を上程 

12月～ 

令和８年３月 
周知期間 

令和８年４月１日 改正条例施行（新使用料等の適用開始） 
 



656
テキストボックス
資料２別紙
令和 ７ 年 10 月 28 日
民生環境常任委員会
事務局施設管理課
























